
病床機能再編支援事業について
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当事業は、地域医療構想の実現のため、療養病床又は一般病床を有する医療機関が、病床数の適正化に必
要な病床数（回復期を除く）の削減を行う場合、地域医療構想調整会議の議論の内容等を踏まえ削減病床に応
じた給付金を支給する事業です。令和３年５月に「地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する
法律」の一部が改正され、地域医療介護総合確保基金の対象事業として新たに位置づけられました。

当事業は以下の給付金に区分されます。

① 単独支援給付金

医療機関が地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能の再編を実施する場合、減少する病床数に応じて支給する給付金

② 統合支援給付金
複数の医療機関が地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能再編を実施し統合する場合、統合に参加する医療機関に支給

する給付金

③ 債務整理支援給付金

②によって廃止とする医療機関の未返済の債務を、統合後に存続する医療機関が新たに融資を受けて返済する際の利子等に係る給付金

このうち、東葛北部圏域では「単独支援給付金」について、医療法人社団青嶺会松戸整形外科病院から事業
要望があったため、事業内容が地域における病床機能の分化及び連携の推進に資するものであるかについて
御意見を伺います。

【問合せ先】 医療整備課地域医療構想推進室 電話：043-223-2608  Mail：chihuku@mz.pref.chiba.lg.jp 
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病床機能再編支援金の申請について（東葛北部圏域） 
１．医療機関名 

  医療法人社団青嶺会松戸整形外科病院 
 

２．病床削減時期 

  令和７年8月 
 

３．病床機能                                                   （単位：床） 
      

 平成30年度 
病床機能報告 

令和2年4月1日 
時点 

病床削減前 
稼働病床数 

病床削減数 
病床削減後 
許可病床数 

高度急性期      

急性期 60 60 60 15 45 

回復期      

慢性期      

休棟等      

合計 60 60 60 15 45 
 

４．病床削減理由 

  昭和60年開院時の最も狭い病室は入院患者1人あたりの占有面積が4.65㎡であり十分な療養環境を提供出来ているとは言えない。また近年は

個室、2床部屋の要望が多く、2023年度平均入院患者数が43.8人であることを鑑みて病床削減に至りました。 
 

５．病床削減が地域医療構想の実現に向けて必要な取組であると考える理由 

  入院患者の90%以上が東葛北部地域在住者であり、個室、2床部屋の要望が非常に多い。病床を削減し、高い整形外科医療の質とともに十分な

療養環境を提供することは地域医療構想実現に向けて必要な取組であり、その理由と考える次第です。 
 

６．交付申請予定額 20,520千円 
平成30年度対象３区分（高度急性期・急性期・慢性期）の病床稼働率59.1％、一日平均実働病床数35床 

対象３区分の一日平均実働病床数床までの減少数15床 

対象3区分の一日平均実働病床数までの減少に係る支給額 1,368千円×15床＝20,520千円 


